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これまで，様々な研究者により携帯電話網の運用データを基にした流動データ（人口流動統計データ）

の検証や都市交通分野における活用に向けた検討が行われてきている．筆者らも宇都宮都市圏を対象に既

存のパーソントリップ調査との比較検証を行い，いくつかの課題を指摘しつつ，高齢者の公共交通利用に

着目した場合パーソントリップ調査に比べ信頼性の高いデータの取得がなされている点などの優位性を確

認したところである． 

本稿では，筆者らが指摘した課題に対する検証を進めるとともに人口流動統計データの更なる活用に向

け，特定カテゴリーとして子育て世代に着目したデータの取得状況を分析し，人口流動統計データの優位

性や活用に向けた留意点などを整理する． 

 

     Key Words : urban transportation planning,person trip survey,mobaile spatial dynamics,small sam-

ple data 

 

 

1.  はじめに 

 

超高齢社会の進展が著しい我が国では，より利便性の

高い交通手段の導入や都市構造の見直しなど様々な施策

の立案が求められており，人の動きの分析が可能なパー

ソントリップ調査（以下，「PT調査」とする．）の重

要性がますます高まっている．PT調査は「総合都市交

通体系調査の手引き（案）」1)では，概ね10年ごとに実

施することを推奨しているが，調査主体である地方自治

体の財政事情の悪化などに伴い，地方都市圏を中心に継

続的な実施がなされていない状況である． 

また，PT調査は統計的に有意なサンプル数を確保し

ている状況ではあるが，自動車分担率の高い地方都市圏

では，わずか数％の分担率である公共交通の利用実態を

十分に把握できているともいえない状況と考えられる． 

一方，情報通信技術の進展に伴い，携帯電話やカーナ

ビゲーション，交通系ICカードなどの情報を活用するこ

とで，より多くの人の動きを24時間365日把握すること

が可能となってきた2)-5)．データの特性や利用の制約等

があるものの，これら交通関連ビッグデータとPT調査

データ等を含む既存の交通関連統計データを組み合わせ

ることで，より詳細な人の流動の把握が期待されている． 

このような中で，携帯電話網の運用データを基にした

人々の流動（OD）を表す「人口流動統計データ」の実

用化に向けた研究6)-10)が進められてきた，大量サンプル

（全国約7,000万人のうち，法人名義のデータなどを除

く）の流動に関する統計情報を24時間365日の任意時間

帯で作成できることから，質・量ともに優れたデータと

して都市交通計画への活用が期待されている． 

本研究では既往研究10)で明らかにされた人口流動統計

データの特性について更に検証・考察を加える．また，

子育て世代に着目し，データの取得状況およびトリップ

特性を比較することで，人口流動統計データの特性を評

価し，都市交通計画分野での活用に向けた課題とその対
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応について考察を行った．  

「人口流動統計データ」により，これまでPT調査を

実施しない限り把握できなかった人の流動を捉えること

ができるため，人口減少や高齢化の進展が著しく，早期

の都市交通施策の検討・導入が急がれる地方中小都市に

対して重要な役割を果たすことが期待できる．  

 

 

2. 人口流動統計データの概要 

 

(1) 人口流動統計の概要 

本研究では，今井ら 6)が要件定義した人口流動統計デ

ータを用いて PT調査データとの比較・考察を行う． 

人口流動統計とは，NTT ドコモの携帯電話網の運用

データ（全国の利用者約 7,000 万人のうち，法人名義の

データなどを除く）に基づき，移動・滞留判定を行うこ

とで作成される人口の流動（OD）を示す統計情報であ

る（図-1）． 

データ作成は，個人識別性の削除（非識別化処理），

人口の推計（集計処理），少人数データの除去（秘匿処

理）を経て行われている 11)．この 3段階処理により，複

数時間帯に跨る移動量を示す OD量と，時間帯別の移動

人口・滞留人口の推計が可能となる． 24 時間 365 日に

おける任意の日時，地域区分を指定した上でデータ作成

ができることが特徴である． 

 

 

図-1 人口流動統計データのイメージ 

 

(2)  人口流動統計の推計手法 

携帯電話網ではいつでも着信できるように，基地局に

おいて一定時間（およそ 1時間）毎に携帯電話が所在す

る基地局エリア（以下，「セル」という．）を周期的に

把握している．この仕組みを活用することで人口流動統

計が作成される．基地局で観測される信号は必ずしも

人々の移動に伴い発生するものではないため，観測され

る信号から移動を判定している．本研究で用いた人口流

動統計の移動・滞留判定基準は 1km とする．1km 以上

離れた基地局で信号を受信した場合に移動と判定し，

1kmを超えて移動せず 1時間以上滞在した場合に滞留と

判定する（図-2）．このため，人口流動統計データには

1km未満のトリップは必然的に存在しないことになる． 

移動・滞留判定処理の後，NTT ドコモの携帯電話台

数と住民基本台帳人口との比を拡大係数として，拡大処

理が行われる．なお，拡大係数は地域や時間帯毎に

NTT ドコモの普及率や携帯電話の在圏状況，性・年齢

等の人口構成が異なるため，居住地別に性・年齢・時間

帯ごとに設定される． 

 

 

図-2 移動・滞留の判定イメージ 

 

 

3. 宇都宮都市圏を対象としたデータの比較 

 

(1) これまでの比較・検証の結果と課題 

宇都宮都市圏における人口流動統計データとPT調査

データの比較において，既往研究10)にて示された考察・

知見は以下のとおりである． 

・発生集中量については計画基本ゾーンレベルのゾー

ニングでも信頼性が確保されている． 

・発生集中量は概ね人口流動統計データが多い傾向で

あり，PT調査で把握できていない交通行動が把握

されているものと想定される． 

・ただし，年齢層等の属性区分を行うと若年層（20歳

未満）を中心に信頼性が低下する等，データのカ

テゴリー区分の細分化による秘匿処理の影響が顕

在化するため，地域区分（ゾーニング）の調整が

課題となる． 

・また，ゾーン間トリップ数では人口流動統計がPT

調査に比べて少ない傾向にあり，短時間滞在トリ

ップの取り扱いが影響している可能性が想定され

る． 

上記の点を踏まえ，地域解像度に着目しながらトリッ

プ数の変動について検証を行った． 

なお，本稿で用いる宇都宮都市圏のデータ概要を以下

に示す． 

【PT調査データ】 

・平成26年度に実施された「県央広域都市圏生活行動

実態調査」のマスターデータを用いて，人口流動

統計の推計方法に整合させるため下記の条件下で

比較用データを作成．  
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・1km未満トリップの削除（小ゾーン内々及び小ゾー

ン間直線距離1km未満） 

・15歳未満及び75歳以上データの削除 

・発着地不明データの削除 

（不明データは全トリップの約15％） 

【人口流動統計データ】 

・集計対象日は平成27年10月1日（木） 

・以下の3種類の地域解像度 

①大ゾーン，②中ゾーン，③計画基本ゾーン 

・性・年齢（5歳階級）区分されたデータ 

（属性区分なしデータは集約して作成） 

 

(2) 地域解像度の違いによるトリップ数の変化 

宇都宮都市圏のうち，PT調査でサンプル率の高い宇

都宮市（人口約52万人）と芳賀町（人口約1.5万人）を

対象に地域解像度の変更によるトリップ数の差異を検証

した．検証にあたっては各市町の発生量，集中量および

各市町内々，発着それぞれのトリップ数についてPT調

査データと比較した． 

 

a) 属性を区分しない場合の比較 

発生量，集中量は，地域解像度が小さくなるに従いト

リップ数の減少がみられるが，計画基本ゾーンレベルで

は人口流動統計が PT 調査に比べ多い，または同程度の

水準となっている（図-3，図-4）．市町内々，発着のト

リップ数の内訳を比較した場合，地域解像度に関わらず

内々交通割合の高い宇都宮市では人口流動統計の内々交

通の割合が PT 調査に比較し 12～13％多く，内々交通割

合の低い芳賀町では PT 調査に比べ 20～24％内々交通の

割合が高い結果となった（図-5，図-6）．  
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（宇都宮市） 
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図-6 町内々・発着交通の地域解像度の違いによる内訳差異 

（芳賀町） 

 

b) 年齢階層別に区分した場合の比較 

つぎに，宇都宮市を対象に地域解像度の違いによる年

齢階層別のトリップ数の差異を分析した（図-7～図-9）．

とくに，地域解像度の変更に伴い取得される 20 歳未

満のトリップ数の差異が大きい結果となった．地域解像

度が大きい場合，人口流動統計は PT 調査に比べて非常

に多くトリップを捉えている（約 1.5 倍）が，地域解像

度を小さくすると人口流動統計のトリップ数は PT 調査

を下回った． 

一方，高齢層（65 歳以上）のトリップ数は地域解像

度の影響をあまり受けておらず，ボリュームの大きい生

産年齢（20～64 歳）は概ね全年齢（属性区分なし）と

同様の変動となっている．これらの結果から，とくに

20 歳未満のトリップ数が地域解像度の影響を受けやす

いと考えられる． 

また，20 歳未満の市町内々・発着交通の内訳では，

属性区分なしに比べ市町内々交通が多く，発着交通が少

なくなる傾向となっており，地域解像度の影響がより顕

在化する．その他の年齢層は 20 歳未満に比べ地域解像

度の影響は小さくなるが，若い世代ほど地域解像度を中

ゾーンレベルから計画基本ゾーンレベルに小さくした場

合のトリップ数の減少幅が大きくなる傾向となる．要因

としては，若い世代ほど活動量が多く，トリップの種類

も多様になることから，地域解像度の影響を受けやすく

なることが考えられる． 
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ここまでの整理から，人口流動統計データを用いて交

通行動分析を行うにあたっては，年齢層や地域解像度に

加えて，移動・滞留判定処理における目的地の判定方法

に留意する必要があると考える． 

2 章に記載しているように，人口流動統計の作成処理

において，出発地から 1km 以上移動した先で位置（所

在する基地局エリア）が確認された場合に移動と判定さ

れ，さらに同一の地点でもう一度位置確認された（1 時

間以上滞在）場合に目的地（滞在地点）が決定される． 

仮に，移動判定された後に次の滞在地点が決定されな

いうちに，出発地（自宅など）に戻った場合，このトリ

ップは出発地の内々交通と判定される．このような判定

処理のため，人口流動統計の内々交通が PT 調査に比較

して多くなると考えられる 7)． 

実際に，宇都宮都市圏の交通行動を確認すると，表-1

に示すとおり，37％が 60 分未満の滞在後に次の移動を

行っている． 

 

表-1 宇都宮都市圏のトリップ間滞在時間内訳 
全サンプル 15～20歳未満 20～25歳未満 25～50歳未満 50～65歳未満 65～75歳未満

10分未満 8.8% 2.0% 4.1% 11.2% 7.8% 10.0%
30分未満 14.0% 3.3% 9.2% 14.7% 15.1% 17.1%
60分未満 14.2% 4.0% 7.0% 12.2% 16.3% 19.9%
60分以上 63.0% 90.6% 79.7% 62.0% 60.9% 53.0%  

 

短時間滞在のために本来の目的地が判別されずに地域

間交通が内々交通となるトリップについては，下記に示

す改善方法が有効と考えられる（図-10参照）． 

 

①  移動判定前の最終滞在地点（図-10 の A地点）から

最遠地点（図-10 の位置登録 1）を目的地と判別す

る.  

②  人口流動統計の現在エリア（経由地）の推計方法 7)

を拡張し，図-10 における位置登録 1 および位置登

録 2が観測された地点を現在エリアとして出力した

上で，現在エリアが出発・到着エリアと同一ゾーン

かの判別を行う. 

 
 

 
Ｂ地点 

(滞在 30 分) 

 
Ｃ地点 

(滞在 40 分) 

位置 

登録 1 

（ＺＯＮＥ1） 

（ＺＯＮＥ2） 

このような移動の場合、Ａ地点内々と判定されるが、最遠地点

をＤの仮定地と判定することで、ゾーン 1とゾーン 2のトリップ

に変換することが可能となる。 

 
Ａ地点 

(滞在判定) 

位置 

登録 2 

 
図-10 短時間滞在トリップの改善イメージ 

 

 これらの改善手法の検討に先立ち，内々交通となる

トリップの総移動距離の分析を行った．ここで総移動距

離とは，図-10において A地点と位置登録 1が観測され

た地点間，位置登録 1が観測された地点と位置登録 2が

観測された地点間，および位置登録 2が観測された地点

とA地点間それぞれの直線距離の合計である． 

内々トリップのうち，ゾーン境界を超える割合を簡易

的に算出するため閾値を導入する．閾値は，宇都宮市の

中ゾーン（9 ゾーン）の平均ゾーン間距離（約 7.6km）

を参考に 7kmとした． 

内々トリップのうち総移動距離が閾値以上となる割合

みなし目的地(D) 
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を算出したところ，宇都宮市内トリップで 31.3%，芳賀

町で 37.2%，都市圏全体で 32.3%となり，概ね 60分未満

滞在トリップの割合（37％）に近い値となった．この結

果からも人口流動統計データでは，地域間トリップの多

くが内々交通として処理されている可能性が高く，先に

示した方法などによる目的地判定処理の改善が望まれる． 

 

(3) 子育て世代に着目した人口流動統計データの取得

状況の評価 

a) PT調査データに見る子育て世代の交通特性 

子育て世代（本論では 20代及び 30代の女性とした）

の交通特性を子供の有無（未就学児，小中学生，その

他）別，子供有の女性については職業の有無で区分した

上で，PT 調査データ（宇都宮市関連交通）を対象に分

析を行った． 

・子育て世代の子供の有無状況に関する世帯構成は，

最年少の子が未就学児の世帯が 4割弱，小中学生の

世帯が 1割弱，子供がいない（未婚含む）世帯が半

数強となっている（図-11）．なお，宇都宮市の同

世代の世帯構成を国勢調査と比較すると概ね同程

度の構成となっている． 

・子供の有無状況別の子育て世代就業状況では，未就

学児がいる世帯では専業主婦が半数強を占めるが，

小中学生世帯では専業主婦の割合が小さい（図-

12）． 

・これらの世帯特性別に交通特性として平均トリップ

回数を比較すると職業の有無にかかわらず未就学

児のいる世帯はトリップ回数が多くなる傾向とな

る．また，専業主婦に比べ職業のある女性の方が

トリップ回数が多い．これは子供関連のトリップ

（送迎など）に加え，仕事関連（通勤など）のト

リップが発生するためと考えられる（図-13）． 

・さらに，時間帯別のトリップ数では，職業のある女

性は子供の有無にかかわらず朝時間帯（6～9 時

台）・夕時間帯（16 時～19 時台）のトリップが多

く，日中（10 時～15 時台）は少なくなる傾向であ

るのに対し，専業主婦は未就学児のいる女性のみ

日中のトリップが多い．その他の女性は一日を通

してトリップ数が少ない状況である（図-14～図

16）． 
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子供なし 未就学児 小中学生  
図-11 PT調査と国勢調査(H22)の世帯構成比 

（20代・30代女性と同居する最年少の子供世帯割合） 
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専業主婦 仕事有 その他(学生・不明)  
図-12 PT調査における子供の有無と就業状況の構成比 
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図-13 職業別子供の状況別平均トリップ回数 
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図-14 未就学児のいる子育て世代の時間帯別トリップ数 
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図-15 小中学生のいる子育て世代の時間帯別トリップ数 
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図-16 子供のいない子育て世代の時間帯別トリップ数 
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b) 人口流動統計データと PT 調査データの子育て世代

の交通特性比較 

人口流動統計データでは性・年齢以外の属性は居住エ

リアを除き不明のため，子育て世代に該当する属性とし

て 20代および 30代の女性のデータを抽出し，トリップ

数について PT調査データと比較した． 

・人口流動統計の子育て世代の平均トリップ回数は

PT 調査データに比べ子育て世代の平均，および業

務トリップが発生する職業のある女性のトリップ

回数よりも多い．これは前節でも確認されたよう

に人口流動統計は PT 調査データに比べトリップを

詳細に把握できることが影響しているもの考えら

れる（図-17）． 
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図-17 子育て世代の平均トリップ回数比較 

 

・時間帯別トリップ数を比較した結果，朝時間帯（6

～9時台）・夕時間帯（16～19 時台）のトリップ数

は PT 調査データより少なく，日中（10 時～15 時

台）のトリップ数は多くなる傾向となった（図-

18）．これより，人口流動統計は日中の行動が多い

専業主婦層の行動を捉えていることが考えられる．

一方，朝時間帯のトリップ数が少ない要因として

は，送迎等の短時間トリップが把握できないため

と考えられる． 
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図-18 子育て世代の時間帯別トリップ数比較 

 

・地区別に時間帯ごとのトリップ数（発生量）を比較

した結果，都心部などの従業者が多い地区では人

口流動統計のトリップ数が PT 調査データより少な

くなる傾向であるが，郊外部（住宅地など）では

人口流動統計のトリップ数が多くなった．これよ

り，人口流動統計では専業主婦の交通行動（買い

物など）をより捉えることができる可能性が高い．

主な買い物先の一つである都心部ではトリップ数

が PT 調査より少ない結果となったが，先に述べた

目的地判定処理が影響している可能性があるため，

改善を加えることで実態により近づけることが期

待される（図-19～図-22）． 
  

 
図-19 子育て世代の地域別トリップ数比較（日） 

（人口流動統計/PT調査） 
 

 
図-20 子育ての地域別世代トリップ数比較（6～9時台） 

（人口流動統計/PT調査） 
 

 
図-21 子育ての地域別世代トリップ数比較（10～15時台） 

（人口流動統計/PT調査） 
 

 
図-22 子育て世代の地域別トリップ数比較（16～19時台） 

（人口流動統計/PT調査） 
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5. まとめ 

本論では人口流動統計データの活用に向け，宇都宮都

市圏を対象に地域解像度の影響および特定の属性を抽出

した場合のデータ特性について検証を行い，その優位点

と課題を整理した． 

人口流動統計データの活用可能性，および使用上の留

意点として以下の点があげられる．今後，これらの点に

留意しながら様々な地域における交通特性分析に人口流

動統計データが活用されることが期待される． 

 

・計画基本ゾーン程度の地域解像度においては十分

なサンプルが確保できる． 

・ただし，地域間トリップの把握については今後の

改善による信頼性向上が期待される． 

・とくに未成年層（20 歳未満）のデータを用いる場

合は，広範囲の地域解像度で分析することが必要

である． 

・その他の年代は，PT 調査では捉えることができな

いトリップの把握が可能であり，上述した地域間

トリップの信頼性向上がなされた場合，きめ細か

い交通行動の把握や支援策の検討に活用すること

が期待される． 
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